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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本ポートフォリオ 

基本ポートフォリオを構成する資

産区分については、国内債券、国内株

式、外国債券、外国株式及び短期資産

とする。 

財政融資資金に預託された年金積

立金が全額償還される平成２０年度

に実現することを目標として、基本ポ

ートフォリオを次のとおり定める。ま

た、各資産に固有の収益率の変動の大

きさ、基本ポートフォリオにおける組

入比率の大きさ、取引コスト等を総合

的に勘案し、乖離許容幅を次のとおり

設定する。 

国内 

債券 
国内 

株式 
外国 

債券 

外国 

株式 

短期 

資産 

67％ 11％ 8％ 9％ 5％ 

（目標収益率 3.37％、ﾘｽｸ（標準偏差）

5.55％） 

 

（％） 

 国内 

債券 

国内 

株式 

外国 

債券 

外国 

株式 

乖離

許容

幅 

±8 ±6 ±5 ±5 

資産

の変

動幅 

59～

67～

75 

5～

11～

17 

3～8

～13 

4～9

～14 

 

（２）基本ポートフォリオ 

基本ポートフォリオを構成する資

産区分については、国内債券、国内株

式、外国債券、外国株式及び短期資産

とし、基本ポートフォリオ及び乖離許

容幅を次のとおり定める。 

 

 

 国

内 

債

券 

国

内 

株

式 

外

国 

債

券 

外

国 

株

式 

短

期 

資

産 

資産構

成割合 

67

％ 

11

％ 

8 

％ 

9 

％ 

5 

％ 

乖離 

許容幅 

± 

8 

％ 

± 

6 

％ 

± 

5 

％ 

± 

5 

％ 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

検討中 
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

   

基本ポートフォリオを実現するこ

とを目標にしている平成２０年度ま

での間を移行期間とし、移行期間にお

ける各年度のポートフォリオ（以下

「移行ポートフォリオ」という。）を

策定及び管理することにより、市場へ

の影響に配慮しつつ円滑に基本ポー

トフォリオの割合に移行させる。各年

度の移行ポートフォリオは、前年度末

（平成１８年度の移行ポートフォリ

オについては、年金積立金管理運用独

立行政法人設立時）に策定する。 

（３）移行ポートフォリオ 

移行ポートフォリオは、当該年度を

通じて、各資産ごとに、前年度末（平

成１８年度の移行ポートフォリオに

ついては、特殊法人時の最終年度末

（平成１７年度末））の資産構成割合

の値と当該年度の移行ポートフォリ

オの資産構成割合の値を結ぶ線に沿

うように、乖離許容幅の下で、均等な

割合で増加又は減少させることによ

り、当該年度末に達成されるべきもの

とする。 

 

（１期 第８ ２（３）） 
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

（２）ポートフォリオの見直し 

ポートフォリオの策定時に想定し

た運用環境が現実から乖離していない

かなどについての検証を行い、必要に

応じて随時見直すこと。 

 

（１期 第５ ２（２）） 

 

（２）ポートフォリオの見直し 

市場動向を踏まえた適切なリスク

管理等を行い、急激な市場の変動が

あった場合には、中期目標期間中で

あっても、必要に応じて見直しの検

討を行うこと。 

 

 

（４）基本ポートフォリオの見直し 

基本ポートフォリオの策定時に想

定した運用環境が現実から乖離して

いないかなどについての検証を毎年

１回行うとともに、必要に応じて随時

見直す。 

 

（１期 第８ ２（２）） 

 

（３）基本ポートフォリオの見直し 

市場動向を踏まえた適切なリスク

管理等を行い、急激な市場の変動が

あった場合には、中期目標期間中で

あっても、必要に応じて見直しの検

討を行う。 

「見直し内容」 

（１）長期的に安定し

た収益の確保に向けた

更なる取り組み 

○基本ポートフォリオ

の見直し 

①平成２１年財政検証

（注）を踏まえた運用

目標に基づき、基本ポ

ートフォリオの見直し

を行う。 

②市場動向を踏まえた

適切なリスク管理等を

行い、長期的な観点か

らみて策定時に想定し

た運用環境の現実から

の乖離が認められる場

合には、中期目標期間

中であっても、必要に

応じ基本ポートフォリ

オの見直しの検討を行

う。 

 

（注）平成２１年財政

検証の経済前提：賃金

上昇率に対する実質的

な運用利回り＝1.6％

（長期） 
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

 

 

（４）市場及び民間の活動への影響に対 

する配慮 

年金積立金の運用に当たっては、市

場規模を考慮するとともに、市場の価

格形成や民間の投資行動を歪めない

よう配慮すること。 

 

 

 

 

また、民間企業の経営に対して影響

を及ぼさないよう配慮すること。 

 

（１期 第５ １（４）） 

 

 

 

 

 

（３）その他 

・ 運用額の規模を考慮し、自ら過

大なマーケットインパクトを蒙

ることがないよう努めるととも

に、市場の価格形成等への影響に

配慮し、特に、資金の投入及び回

収に当たって、特定の時期への集

中を回避するよう努めること。 

・ 企業経営等に与える影響を考慮

し、株式運用において個別銘柄の

選択は行わないこと。 

５．年金積立金の管理及び運用に関し遵

守すべき事項 

（１）市場及び民間の活動への影響に対

する配慮 

年金積立金の運用に当たっては、市場

規模を考慮し、自ら過大なマーケットイ

ンパクトを蒙ることがないよう努める

とともに、市場の価格形成や民間の投資

行動等を歪めないよう配慮し、特に、資

金の投入及び回収に当たって、特定の時

期への集中を回避するよう努めること。 

 

民間企業の経営に対して影響を及ぼ

さないよう配慮するとともに、企業経営

等に与える影響を考慮しつつ、長期的な

株主等の利益の最大化を目指す観点か

ら、株主議決権の行使などの適切な対応

を行うこと。 

企業経営等に与える影響を考慮し、株

式運用において個別銘柄の選択は行わ

ないこと。 

 

 

 

 

 

（４）市場及び民間の活動への影響に対 

する配慮 

年金積立金の運用に当たっては、市

場規模を考慮するとともに、市場の価

格形成や民間の投資行動を歪めない

よう配慮する。 

 

 

 

 

また、民間企業の経営に対して影響

を及ぼさないよう配慮する。 

 

このため、運用受託機関ごと（自家

運用を含む。）に同一企業発行有価証

券の保有について制限を設ける。 

 

（１期 第５ １（４）） 

 

（３）その他 

・ 運用額の規模を考慮し、自ら過

大なマーケットインパクトを蒙

ることがないよう努めるととも

に、市場の価格形成等への影響に

配慮し、特に、資金の投入及び回

収に当たって、特定の時期への集

中を回避するよう努める。 

・ 企業経営等に与える影響を考慮

し、株式運用において個別銘柄の

選択は行わない。 

５．年金積立金の管理及び運用に関し遵

守すべき事項 

（１）市場及び民間の活動への影響に対

する配慮 

年金積立金の運用に当たっては、市

場規模を考慮し、自ら過大なマーケッ

トインパクトを蒙ることがないよう

努めるとともに、市場の価格形成や民

間の投資行動等を歪めないよう配慮

し、特に、資金の投入及び回収に当た

って、特定の時期への集中を回避する

よう努める。 

また、民間企業の経営に対して影響

を及ぼさないよう、以下の点について

配慮する。 

① 運用受託機関ごと（自家運用を含

む。）に同一企業発行有価証券の保

有について制限を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 企業経営等に与える影響を考慮

し、株式運用において個別銘柄の選

択は行わない。 
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

・ 企業経営等に与える影響を考慮

しつつ、長期的な株主等の利益の

最大化を目指す観点から、株主議

決権の行使などの適切な対応を

行うこと。 

 

（１期 第５ ３（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 企業経営に直接影響を与えると

の懸念を生じさせないよう株主議

決権の行使は直接行わず、運用を

委託した民間運用機関の判断に委

ねる。ただし、運用受託機関への

委託に際し、コーポレートガバナ

ンスの重要性を認識し、議決権行

使の目的が長期的な株主利益の最

大化を目指すものであることを示

すとともに、運用受託機関におけ

る議決権行使の方針や行使状況等

について報告を求める。 

 

（１期 第８ ３（３）） 

 

③ 企業経営に直接影響を与えると

の懸念を生じさせないよう株主議

決権の行使は直接行わず、運用を委

託した民間運用機関の判断に委ね

る。ただし、運用受託機関への委託

に際し、コーポレートガバナンスの

重要性を認識し、議決権行使の目的

が長期的な株主利益の最大化を目

指すものであることを示すととも

に、運用受託機関における議決権行

使の方針や行使状況等について報

告を求める。 

 

 

（５）年金給付のための流動性の確保 

年金財政の見通し及び収支状況を

踏まえ、年金給付等に必要な流動性

（現金等）を確保すること。 

 

（１期 第５ １（５）） 

 

（２）年金給付のための流動性の確保 

年金財政の見通し及び収支状況を踏

まえ、年金給付等に必要な流動性（現金

等）を確保すること。 

 

その際、市場の価格形成等に配慮しつ

つ、円滑に資産の売却等を行い、不足な

く確実に資金を確保するために必要な

機能の強化を図ること。また、短期借入

も活用できるようにすること。 

 

（５）年金給付のための流動性の確保 

年金財政の見通し及び収支状況を踏 

まえ、年金給付等に必要な流動性（現

金等）を確保するとともに、効率的な

現金管理を行う。 

 

（１期 第８ １（５）） 

 

（２）年金給付のための流動性の確保 

年金財政の見通し及び収支状況を

踏まえ、年金給付等に必要な流動性

（現金等）を確保するとともに、効率

的な現金管理を行う。 

その際、市場の価格形成等に配慮し 

つつ、円滑に資産の売却等を行い、不

足なく確実に資金を確保するため、市

場動向の把握・分析や短期借入の活用

等必要な機能の強化を図る。 

 

「見直し内容」 

（１）長期的に安定し

た収益の確保に向けた

更なる取り組み 

○キャッシュ・アウト

に必要な機能の強化 

次期中期目標期間にお

いては、積立金を取り

崩して毎年の年金給付

に充てることが予定さ

れていることから、市

場の価格形成等に配慮

しつつ円滑に資産の売

却等を行い、不足なく

確実に資金を確保する

必要がある。このため

に必要な機能の強化を
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

図る。 

 第３ 業務の質の向上に関する事項 

１．管理及び運用の透明性の向上 

第２の３にあるとおり、管理及び運

用業務の透明性の向上を図ること。 

 

 第２ 業務の質の向上に関する事項 

 

 

３．業務管理の充実 

 

業務の遂行状況の組織的かつ定期

的な管理及び自己評価等を適切に行

うとともに、職員の意識改革を図り、

法令遵守及び受託者責任の徹底を図

る観点から、内部統制を含めた業務管

理の充実を行うこと。 

 

（１期 第２ ３） 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 業務の質の向上に関する事項 

 
１．受託者責任の徹底 

年金積立金の管理及び運用に当た

っては、専門性の向上を図るととも

に、責任体制の明確化を図り、年金積

立金の運用に関わるすべての者につ

いて、受託者責任（慎重な専門家の注

意義務及び忠実義務の遵守）を徹底す

２．内部統制の一層の強化に向けた体

制整備 

年金積立金の管理及び運用に当たっ

ては、専門性の向上を図るとともに、責

任体制の明確化を図り、年金積立金の運

用に関わるすべての者について、法令遵

守及び受託者責任（慎重な専門家の注意

義務及び忠実義務の遵守）を徹底するこ

と。 

 

 

 

また、運用リスクの管理や法令遵守の

確保等を一層的確に実施できるよう、所

要の体制整備等を図ること。 

さらに、法人の業務が運用受託機関等

との不適切な関係を疑われることがな

いよう、役員の再就職に関し適切な措置

を講ずること。 

 

３．業務管理の充実 

 

中期計画及び年度計画の達成状況

等を組織的かつ定期的に把握し、内部

評価を実施することにより、業務の改

善を図り、円滑な業務運営に資するよ

う努める。 

また、職員の意識改革を図り、法令

遵守及び受託者責任の徹底を図る観

点から、内部統制を含めた業務管理の

充実を行う。 

さらに、外部監査は、毎年度実施す

ることに加え、内部監査の充実・強化

を図る。 

 

（１期 第１ ３） 

 

第２ 業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１．受託者責任の徹底 

年金積立金の管理及び運用に当た

っては、責任体制の明確化を図るとと

もに、受託者責任（慎重な専門家の注

意義務及び忠実義務の遵守）を踏ま

え、関係法令、中期目標、中期計画及

び第８の１の（６）に定める管理運用

１．内部統制の一層の強化に向けた体

制整備 

年金積立金の管理及び運用に当た

っては、専門性の向上を図るととも

に、責任体制の明確化を図り、受託者

責任（慎重な専門家の注意義務及び忠

実義務の遵守）を踏まえ、関係法令、

中期目標、中期計画及び第１の１に定

める管理運用方針等の周知及び遵守

の徹底を図る。また、運用受託機関等

に対して、関係法令等の遵守を徹底す

るよう求める。 

なお、リスクの管理や法令遵守の確

保等を一層的確に実施できるよう、所

要の体制整備等を図る。  

さらに、運用受託機関等との不適切

な関係を疑われることがないよう、役

員の再就職に関し一定の制約を設け

る。 

 

「見直し内容」 

（３）内部統制の一層

の強化に向けた体制整

備 

○近年金融分野等にお

いて内部統制の強化が

求められていることを

踏まえ、運用リスクの

管理やコンプライアン

スの確保等を一層的確

に実施できるよう、所

要の体制整備等を図

る。 

 

「整理合理化計画」 

組織の見直し 

【組織体制の整備】 

○常勤監事等による監

査機能の強化を図る。 

 

「整理合理化計画」 

運営の効率化及び自律

化 

【業務運営体制の整

備】 

○職員の研修、利益相 

反管理の強化等によ
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

ること。 

 

（１期 第３ １） 

 

 

方針の遵守の徹底、制裁規程の制定及

び周知並びに役職員への研修の実施

等を行う。また、運用受託機関等に対

して、関係法令等の遵守を徹底するよ

う求める。 

 

（１期 第２ １） 

 

り、更なる内部統制の

徹底を図る。 

２．業務運営能力の向上 

職員の採用に当たって、資質の高い

人材を広く求めるとともに、職員の資

質の向上を図るため、研修の充実、資

格取得の奨励、他の関係機関との人事

交流等に積極的に取り組むことによ

り、業務運営能力の向上を図ること。 

 

（１期 第２ ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．管理及び運用能力の向上 

法人全体の人件費を見据えつつ、引き

続き、資質の高い人材の確保・育成を進

めるとともに、運用の基盤となる情報シ

ステムの整備等を行うこと。 

 

 

２．業務運営能力の向上 

職員の採用に当たっては、資質の

高い人材をより広く求めるととも

に、職員の資質の向上を図る観点か

ら、資産運用等の分野に係る専門的、

実務的な研修を実施するほか、当該

分野等の資格取得を積極的に支援す

る。 

また、幅広い職務を経験させるた

め、他の関係機関との人事交流に取り

組むことにより、業務運営能力の向上

を図る。 

 

（１期 第１ ２） 

 

２．専門性の向上 

職員の採用に際して、運用経験者を採

用するなど、資質の高い人材の確保を図

る。また、内外の経済動向を積極的に把

握するとともに、先進的な事例等に関す

る情報収集に努める。さらに、管理運用

手法の高度化等を進める観点からの調査

研究を実施する。 

 

２. 管理及び運用能力の向上 

法人全体の人件費等を見据えつつ、

引き続き、金融分野の実務経験者とい

った資質の高い人材の確保・育成を進

めるとともに、運用手法の見直しや制

度変更等に応じ年金積立金の管理及

び運用の基盤となる情報システムの

整備等を行う。 

 

 

「見直し内容」 

（２）運用高度化のた

めの基盤の整備及び強

化 

○専門性の向上を図る 

観点から、法人全体の

人件費を見据えつつ、

引き続き金融分野に精

通した人材の中途採用

を行うなど資質の高い

人材の確保・育成を進

めるとともに、運用の

基盤となる情報システ

ムの整備等を行うな

ど、運用高度化のため

の基盤の整備及び強化

を図る。 
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

 

 

４．事務の効率的な処理 

（１）運用資産の管理等に関するシステ

ムの整備を行うこと等により、厚生

年金保険及び国民年金における積立

金（以下「年金積立金」という。）の

管理及び運用を適切かつ効率的に行

うこと。 

 

（２） 業務及びシステムの最適化を図る

ため、業務・システムの監査及び刷

新可能性調査を踏まえ、平成１９年

度までに業務及びシステムに関す

る最適化計画の策定及び公表を行

い、その後速やかに当該計画を実施

すること。 

 

（１期 第２ ４） 

 

（１期 第２ ２） 

 

４．事務の効率的な処理 

（１）運用資産の管理等に関するシステム

の整備を行うこと等により、厚生年金

保険及び国民年金における積立金（以

下「年金積立金」という。）の管理及

び運用を適切かつ効率的に行う。 

 

 

（２）システム構成及び調達方式の見直し

を行うことにより、システムコストの

削減、業務運営の合理化及びシステム

調達における透明性の確保等を図る。

このため、業務・システムの監査及び

刷新可能性調査を踏まえ、平成１９年

度までに業務及びシステムに関する

最適化計画の策定及び公表を行い、そ

の後速やかに当該計画を実施する。 

 

（１期 第１ ４） 

 

 ４．調査・分析の充実 

基本ポートフォリオに基づく管理・運

用能力の向上のための調査研究を充実

するとともに、適切なリバランス及びキ

ャッシュ・アウトを行うための市場に関

する情報収集・分析を強化し、年金積立

金の運用主体として必要な調査研究を

進めること。 

２．専門性の向上（再掲） 

職員の採用に際して、運用経験者を

採用するなど、資質の高い人材の確保

を図る。また、内外の経済動向を積極

的に把握するとともに、先進的な事例

等に関する情報収集に努める。さら

に、管理運用手法の高度化等を進める

観点からの調査研究を実施する。 

 

（１期 第２ ２） 

３．調査・分析の充実 

内外の経済動向を積極的に把握する

とともに、大学等の研究機関との連携の

強化や先進的な事例等に関する情報収

集に努め、年金積立金の管理・運用の高

度化を進めるための調査研究を充実す

る。また、適切なリバランス及びキャッ

シュ・アウトを行うための市場に関する

情報収集・分析を強化し、必要な調査研

究を進める。 

「見直し内容」 

（１）長期的に安定し

た収益の確保に向けた

更なる取り組み 

○調査・分析の充実 

基本ポートフォリオ

に基づく管理・運用の

更なる高度化を進める

ための調査研究を充実

するとともに、適切な
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

  リバランス及びキャッ

シュ・アウトを行うた

めの市場に関する情報

収集・分析を強化する。   

また、国内外の経済・

金融動向や商品の多様

化等に応じた運用手法

に関する知見を集積

し、今後の年金積立金

の運用に活用する観点

から、様々な資産構成

で運用した場合のリス

クやリターンなど、年

金積立金の運用主体と

して必要な調査研究を

進める。 

 

 

（３）電子化・ペーパーレス化等により、

事務の効率的かつ迅速な処理を推進

すること。 

 

 

（１期 第２ ４（３）） 

 

５．業務運営の情報化・電子化の取組 

情報セキュリティに配慮した業務運

営の情報化・電子化に取り組み、業務運

営の効率化と情報セキュリティ対策の

向上を図ること。 

 

 

 

 

（３）事務処理の電子化・ペーパーレス化

を行い、事務の効率的かつ迅速な処理

を推進する。 

 

 

（１期 第１ ４（３）） 

 

４．業務運営の情報化・電子化の取組 

情報セキュリティに配慮した業務

運営の情報化・電子化に取り組み、業

務運営の効率化と情報セキュリティ

対策の向上を図る。 

  

 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．効率的な業務運営体制の確立 

組織編成及び人員配置を実情に即

して見直すとともに、業績評価等を適

切に行うことにより、効率的な業務運

営体制を確立すること。 

第４ 業務運営の効率化に関する事項 

 

１．効率的な業務運営体制の確立 

組織編成及び管理部門を含む各部

門の人員配置を実情に即して見直し、

また、経費節減の意識及び能力・実績

を反映した業績評価等を適切に行う

第１ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１．効率的な業務運営体制の確立 

業務運営を効率的かつ効果的に実

施するため、組織編成及び人員配置を

実情に即して見直すとともに、職員の

努力及びその成果を適正に評価する

第３ 業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１．効率的な業務運営体制の確立 

業務運営を効率的かつ効果的に実

施するため、組織編成及び管理部門を

含む各部門の人員配置を実情に即し

て見直すとともに、経費節減の意識及

「見直し内容」 

○組織面の見直し 

年金積立金の管理・

運用を効率的・効果的

に行う体制とする観点

から、管理部門、調査

研究部門及び運用部門
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中期目標（第１期） 中期目標案（第２期） 中期計画（第１期） 中期計画案（第２期） 見直し内容 

 

（１期 第２ １） 

 

ことにより、効率的な業務運営体制を

確立すること。 

 

 

人事評価制度を実施する。 

 

（１期 第１ １） 

 

び能力・実績を反映した業績評価等を

適切に行うことにより、効率的な業務

運営体制を確立する。 

 

の各部門の人員配置を

見直す。その際、管理

部門については、法人

全体の規模に見合った

体制とする。また、専

門的知識・経験を有す

る者の採用・育成に努

める。 

 

５．業務運営の効率化に伴う経費節減 

一般管理費（独立行政法人移行経

費、退職手当、事務所移転経費を除

く。）については、中期目標期間の最

終年度において、特殊法人時の最終年

度（平成１７年度）における資金運用

業務に係る当該経費と比べて１２％

以上節減すること。 

 

このうち人件費については、「行政

改革の重要方針」（平成１７年１２月

２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８

年度以降の５年間において、国家公務

員に準じた人件費削減の取組を行う

こと。これを実現するため、中期目標

期間の最終年度までの間においても、

必要な取組を行うこと。 

 

併せて、国家公務員の給与構造改革

を踏まえ、給与体系の見直しを進める

こと。 

 

 

２．業務運営の効率化に伴う経費節減 

【Ｐ】 

一般管理費（退職手当、事務所移転

経費、人件費、事務所借料等を除く。）

については、中期目標期間の最終年度

において、平成２１年度比１５％以上

節減すること。 

 

 

このうち人件費については、簡素で

効率的な政府を実現するための行政改

革の推進に関する法律（平成１８年法

律第４７号）に基づく平成１８年度か

ら５年間で５％以上を基本とする削減

等の人件費に係る取組を引き続き着実

に実施すること。 

 

 

さらに、経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００６（平成１８年

７月７日閣議決定）に基づき、国家公

務員の改革を踏まえ、人件費改革を平

成２３年度まで継続すること。 

５．業務運営の効率化に伴う経費節減 

一般管理費（独立行政法人移行経

費、退職手当、事務所移転経費を除

く。）については、効率的な執行に努

め、中期目標期間の最終年度におい

て、特殊法人時の最終年度（平成１７

年度）における資金運用業務に係る当

該経費と比べて１２％以上の節減を

行う。 

このうち人件費（退職手当及び福利

厚生費（法定福利費及び法定外福利

費）を除く。）については、「行政改革

の重要方針」（平成１７年１２月２４

日閣議決定）を踏まえ、今後５年間に

おいて５％以上の削減を行う。これを

実現するため、中期目標期間の最終年

度までの間において、平成１７年度を

基準として４％以上の削減を行う。 

併せて、国家公務員の給与構造改革

を踏まえて、役職員の給与について必

要な見直しを進める。 

 

 

２．業務運営の効率化に伴う経費節減 

【Ｐ】 

一般管理費（退職手当、事務所移転

経費、人件費、事務所借料等を除く。）

については、効率的な執行に努め、中

期目標期間の最終年度において、平成

２１年度比１５％以上の節減を行う。 

 

 

このうち人件費（退職手当及び福利

厚生費（法定福利費及び法定外福利

費）を除く。）については、簡素で効

率的な政府を実現するための行政改

革の推進に関する法律（平成１８年法

律第４７号）に基づく平成１８年度か

ら５年間で５％以上を基本とする削

減等の人件費に係る取組を引き続き

行う。 

さらに、経済財政運営と構造改革に

関する基本方針２００６（平成１８年

７月７日閣議決定）に基づき、国家公

務員の改革を踏まえ、人件費改革を平

成２３年度まで継続する。 

「整理合理化計画」 

運営の効率化及び自律

化 

【業務運営体制の整

備】 

○資産管理機関の見直

しによる経費削減等の

取組を通じ、年金積立

金の管理運用業務の一

層の効率化を図る。 

 

 

「見直し内容」 

○その他の業務全般に

関する見直し 

①効率化目標の設定 

一般管理費及び事業

費に係る効率化目標に

ついて、これまでの効

率化の実績を踏まえ、

同程度以上の努力を行

うとの観点から具体的

な目標を設定する。 


